
１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末少数株主持分）を期末資産の部合計で除して
算出しております。 

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

上記の「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当行が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式

（非上場）の状況については、サマリー情報３ページ「種類株式の配当の状況」をご覧ください。  

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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  （百万円未満、小数点第１位未満は切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  経常収益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  5,618  2.0  796  169.2  336  △14.3

22年３月期第１四半期  5,506  6.4  295  △0.3  392  185.5

  
１株当たり 

四半期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  3  78  －  －

22年３月期第１四半期  4  42  －  －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  795,247  25,759  3.2  257  99

22年３月期  760,881  26,062  3.4  260  30

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 25,676百万円   22年３月期 25,978百万円 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期  －  －  0  00  －  －  5  80  5  80

23年３月期  －  －

23年３月期（予想）  0  00  －  －  5  00  5  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  経常収益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  10,000  △7.3  700  △10.2  500  △30.8  5  63

通期  20,200  △8.7  1,500  97.6  800  △34.8  7  91



４．その他 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規      －  社 （社名   － ）       、除外     －  社  （社名   － ）   

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

[（注）詳細は、１ページ「２．その他の情報」をご覧ください。] 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

[（注）詳細は、２ページ「２．その他の情報」をご覧ください。] 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、四半期決算短信の開示時

点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 88,845,000株 22年３月期 88,845,000株 

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 99,334株 22年３月期 97,906株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 88,746,046株 22年３月期１Ｑ 88,753,792株 



   

  種類株式の配当の状況 

  普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。 

  

第一種優先株式  

年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期  －  －  0  00  －  －  35  00  35  00

23年３月期  －  －

23年３月期（予想）  0  00  －  －  35  00  35  00
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

  当第１四半期のわが国の経済は、緩やかに回復しつつあります。雇用・所得環境は引き続き厳しい状況にあるも

のの、海外経済の改善により輸出や生産は増加を続けており、個人消費は各種政策の効果などから耐久消費財を中

心に持ち直しています。 

 当行グループの主たる経営基盤であります山口県においても、雇用面は厳しい情勢が続いているものの、輸出や

生産は増加基調を維持し、個人消費も家電や新車販売など耐久消費財を中心に持ち直しの動きが続いており、景気

は緩やかに回復しています。 

 このような環境において、当行では、当年度より新中期経営計画「すべてのお客様のために、地域のために（計

画期間：平成22年４月～平成24年３月）」をスタートさせて各施策への取組みを開始しており、当第１四半期の業

績は以下のとおりであります。 

 連結経常収益は、前年同四半期比１億12百万円（2.03％）増加して56億18百万円となりました。主な要因としま

しては、その他経常収益が８億64百万円減少したものの、資金運用収益が４億21百万円、その他業務収益が５億86

百万円増加したことによるものです。 

 また、連結経常費用は、前年同四半期比３億88百万円（7.45％）減少して48億22百万円となりました。主な要因

としましては、役務取引等費用が２億75百万円増加したものの、資金調達費用が１億36百万円、その他経常費用が

６億９百万円減少したことによるものです。 

 以上のことから、連結経常利益は、前年同四半期比５億０百万円（169.27％）増加して７億96百万円となり、増

収増益となりました。また、四半期純利益は、前年同四半期比56百万円（14.37％）減少して３億36百万円となり

ました。   

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期末における財政状態は、預金につきましては、当行の創業80周年を記念した商品であります、「80

周年記念定期」等の推進により、前連結会計年度末より320億円（4.48％）増加して7,462億円となりました。 

 貸出金につきましては、個人及び中小企業向け貸出を中心に推進してまいりましたが、事業性貸出の需要が減少

傾向となり、前連結会計年度末に比べて63億円（1.17％）減少して5,329億円となりました。 

 有価証券につきましては、前連結会計年度末より109億円（6.78％）減少して1,504億円となりました。 

 以上を要因に、当第１四半期末の総資産は、前連結会計年度末より343億円（4.51％）増加して7,952億円となり

ました。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成22年５月14日の決算短信で発表しました第２四半期累計期間及び通期の連結業績予想に変更はありません。

  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

（貸倒引当金の計上方法）  

 「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当てている債権等以外

の債権に対する貸倒引当金につきましては、平成22年３月期の予想損失率を適用して計上しております。 

  

（繰延税金資産の回収可能性の判断） 

 繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、一時差異の発生状況について前連結会計年度末から大幅な変

動がないと認められるため、同年度末の検討において使用した将来の業績予測及びタックス・プランニングの結

果を適用しております。  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

２．その他の情報



  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号平成20年３月31日)を適用して

おります。 

 これにより、経常利益は０百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は31百万円減少しております。また、当

会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は72百万円であります。 

  

  

②表示方法の変更（四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日内閣府令第５号）の適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。  

  



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 81,639 30,033 

買入金銭債権 9,149 9,280 

商品有価証券 43 43 

有価証券 150,463 161,413 

貸出金 532,915 539,260 

外国為替 347 335 

その他資産 6,364 5,917 

有形固定資産 11,234 11,127 

無形固定資産 1,056 1,071 

繰延税金資産 7,386 7,689 

支払承諾見返 2,224 2,096 

貸倒引当金 △7,576 △7,387 

資産の部合計 795,247 760,881 

負債の部   

預金 746,218 714,207 

譲渡性預金 2,500 － 

借用金 1,900 3,000 

外国為替 0 5 

社債 5,000 5,000 

その他負債 7,766 6,615 

役員賞与引当金 － 3 

退職給付引当金 2,154 2,116 

役員退職慰労引当金 90 83 

睡眠預金払戻損失引当金 23 36 

偶発損失引当金 54 67 

再評価に係る繰延税金負債 1,554 1,587 

支払承諾 2,224 2,096 

負債の部合計 769,487 734,818 

純資産の部   

資本金 12,690 12,690 

資本剰余金 10,300 10,300 

利益剰余金 5,679 5,907 

自己株式 △33 △32 

株主資本合計 28,637 28,865 

その他有価証券評価差額金 △4,634 △4,286 

繰延ヘッジ損益 42 △278 

土地再評価差額金 1,630 1,678 

評価・換算差額等合計 △2,961 △2,886 

少数株主持分 83 84 

純資産の部合計 25,759 26,062 

負債及び純資産の部合計 795,247 760,881 



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

経常収益 5,506 5,618 

資金運用収益 3,713 4,134 

（うち貸出金利息） 3,413 3,702 

（うち有価証券利息配当金） 244 373 

役務取引等収益 616 584 

その他業務収益 127 714 

その他経常収益 1,049 185 

経常費用 5,210 4,822 

資金調達費用 683 547 

（うち預金利息） 537 467 

役務取引等費用 496 771 

その他業務費用 123 110 

営業経費 2,611 2,707 

その他経常費用 1,295 685 

経常利益 295 796 

特別利益 365 0 

子会社株式売却益 364 － 

その他の特別利益 0 0 

特別損失 8 58 

固定資産処分損  10 

減損損失  16 

その他の特別損失  31 

税金等調整前四半期純利益 652 738 

法人税、住民税及び事業税 11 310 

法人税等調整額 248 91 

法人税等合計 260 402 

少数株主損益調整前四半期純利益  335 

少数株主損失（△） △0 △0 

四半期純利益 392 336 



 該当事項はありません。  

  

  

 該当事項はありません。  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



４．補足情報

　当行の平成23年３月期第１四半期（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）における四半期情報について

お知らせします。

１. 平成２３年３月期第１四半期の業績
（参考）

【単体】          (単位：百万円） (単位：百万円)

　経　常　収　益 5,603 164 5,438 19,800

3,991 887 3,104

3,586 585 3,000

△ 194 △ 298 104

600 600 △ 0

　国　債　等　債　券　損　益 八( 632 ) ( 611 ) ( 21 )

2,629 135 2,494

30 172 △ 142

1,331 578 752

1,361 751 609

728 139 588

△ 527 △ 87 △ 440

204 △ 12 216

　個別貸倒引当金純繰入額 204 △ 12 216

△ 341 △ 208 △ 132

803 491 312 1,500

△ 57 △ 410 353

16 11 5

746 80 665

308 299 8

92 △ 156 248

345 △ 63 409 800

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

通期予想計数

（平成23年3月期）
前年同四半期比

平成22年３月期
第１四半期

　不　良　債　権　処　理　額

　法　人　税　等　調　整　額

　業　務　純　益

　法人税、住民税及び事業税

　株　式　等　関　係　損　益

　経　常　利　益

　実質業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

　コア業務純益(除く国債等債券損益)

　臨　時　損　益

　四　半　期　純　利　益

　特　別　損　益

　税 引 前 四 半 期 純 利 益

　減　損　損　失

平成２３年３月期第１四半期財務情報　説明資料

　そ　の　他　業　務　利　益

　一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

　役　務　取　引　等　利　益

　経  費 (除く臨時処理分）

平成23年３月期
第１四半期

（３ヵ月間）

　業　務　粗　利　益

　資　金　利　益

（３ヵ月間）



２．「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」（単体）

（単位：百万円、％） （単位：百万円、％）

危険債権

要管理債権

合計

総与信に占める
開示債権の割合

（注）  上記計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に規定する各債権の

　　　　カテゴリー（以下、「開示区分」という。）により分類しております。

　　　　　債務者区分との関係：破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先の債権）

　　　　　　　　　　　　　　　危険債権（破綻懸念先の債権）

　　　　　　　　　　　　　　　要管理債権（要注意先のうち、利払いが３ヵ月以上延滞しているか、又は貸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出条件を緩和している債権）

　　　　　また、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」のうち、当行が保有する債権において、取立不能

　　　　見込額として認められる部分については、直接償却相当額として当該金額から直接減額しております。

３．自己資本比率（国内基準）

(参考)

連結自己資本比率 ％ ％程度 ％

連結Ｔｉｅｒ１比率 ％ ％程度 ％

(参考)

単体自己資本比率 ％ ％程度 ％

単体Ｔｉｅｒ１比率 ％ ％程度 ％

(注) 上記予想値は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い変動することがあります。

平成22年9月末
(予想値)

11.33

11.34

7.98

11

8

11

7.99

平成22年3月末
(実績)

平成22年6月末

1,914

8

1,888999

平成22年9月末
(予想値)

平成22年3月末
(実績)

平成22年6月末

10.97

8.19

平成22年3月末

8,901

7,585

平成21年6月末

10,409

8,452

10.96

8.17

平成22年6月末

破産更生債権及びこ
れらに準ずる債権

8,199

8,828

18,943 19,861 18,375

3.53 3.73 3.38



４．時価のある有価証券の評価差額（連結）

○評価差額

（単位：億円） (参考) （単位：億円）

平成22年6月末

　その他有価証券

株式

債券

外国債券

その他

（注）満期保有目的の債券、子会社・関連会社に係る含み損益は以下のとおりであります。

（単位：億円） (参考) （単位：億円）

５．預金、貸出金の残高（単体）

○預金残高 (参考)

（単位：億円） （単位：億円）

うち個人預金

○貸出金残高 (参考)

（単位：億円） （単位：億円）

貸出金残高

うち消費者ローン

   うち住宅ローン

○預り資産残高 (参考)

（単位：億円） （単位：億円）

投資信託

公共債

個人年金保険

平成21年6月末

平成21年6月末

平成22年3月末（実績）

12

130 129 △ 0

1,071

平成22年3月末（実績）

10

－ －

時価

－

153

958

－

差額

270

1,059

△ 45

8

△ 0

△ 40

満期保有目的の債券

子会社・関連会社株式

310

平成22年6月末

帳簿価額 時価 差額

－

帳簿価額

62

1,523 △ 56

131 90 △ 40

1,579

評価差額

62 48 △ 13

259 230 △ 28

帳簿価額

取得原価 帳簿価額

－

帳簿価額 評価差額

108

時価 差額

49 △ 13

966

9

1,432 1,355 △ 77

取得原価取得原価 帳簿価額 評価差額

1,475 1,414 △ 60

85 △ 42

898 920 22

128

153 △ 0

294 254 △ 39

154

49 △ 11

－ － －

61

預金残高(譲渡性預金を除く)

平成22年3月末

7,145

平成22年6月末

平成21年6月末

6,938

5,636 5,730

平成22年3月末

預り資産残高

平成22年6月末

1,668

1,333

893

5,329

平成22年6月末

7,465

6,045

1,641

1,304

平成21年6月末

5,277

1,450

1,185

5,392

441

平成21年6月末

907

346

128

平成22年3月末

925

356

126

319

125

448 432



　６．自己資本の充実の状況

■自己資本の構成に関する事項

　自己資本比率は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己

資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」

に定められた算出に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。

　なお、当行は、国内基準を適用のうえ、信用リスク・アセットの算出においては標準的手法を

採用しております。

【連結】   (単位：百万円）

(1)基本的項目（Ｔｉｅｒ１） 28,293 27,416 27,859

(2)補完的項目（Ｔｉｅｒ２） 9,591 11,616 11,647

（イ）うち自己資本に計上された
     再評価差額

（ロ）うち負債性資本調達手段等 6,000 8,000 8,000

不算入額（△） － － －

(3)控除項目 － － －

（自己資本控除とされる証券化
　エクスポージャー）

(4)自己資本額 (1)＋(2)－(3) 37,884 39,033 39,506

(5)リスクアセット 345,244 335,752 348,366

(6)自己資本比率（％） 10.97 11.62 11.34

(7)基本的項目比率（％） 8.19 8.16 7.99

【単体】   (単位：百万円）

(1)基本的項目（Ｔｉｅｒ１） 28,188 27,309 27,744

(2)補完的項目（Ｔｉｅｒ２） 9,587 11,610 11,642

（イ）うち自己資本に計上された
     再評価差額

（ロ）うち負債性資本調達手段等 6,000 8,000 8,000

不算入額（△） － － －

(3)控除項目 － － －

（自己資本控除とされる証券化
　エクスポージャー）

(4)自己資本額 (1)＋(2)－(3) 37,775 38,920 39,387

(5)リスクアセット 344,624 334,869 347,621

(6)自己資本比率（％） 10.96 11.62 11.33

(7)基本的項目比率（％） 8.17 8.15 7.98

－

－ －

－

1,433 1,4691,517

－

（参考）
平成22年3月末

（参考）
平成22年3月末

1,433 1,469

平成22年6月末 平成21年6月末

1,517

平成22年6月末 平成21年6月末

－



■自己資本の充実度に関する事項

【連結】   (単位：百万円）

リスク・
アセット

所要自己
資本の額

リスク・
アセット

所要自己
資本の額

リスク・
アセット

所要自己
資本の額

(1)信用リスク 318,656 12,746 307,271 12,290 321,778 12,871

オン・バランス項目 309,345 12,373 296,486 11,859 312,352 12,494

オフ・バランス項目 9,310 372 10,784 431 9,426 377

(2)オペレーショナル・リスク 26,588 1,063 28,481 1,139 26,588 1,063

(3)合計  (1)＋(2) 345,244 13,809 335,752 13,430 348,366 13,934

【単体】   (単位：百万円）

リスク・
アセット

所要自己
資本の額

リスク・
アセット

所要自己
資本の額

リスク・
アセット

所要自己
資本の額

(1)信用リスク 318,777 12,751 307,360 12,294 321,775 12,871

オン・バランス項目 309,466 12,378 296,575 11,863 312,348 12,493

オフ・バランス項目 9,310 372 10,784 431 9,426 377

(2)オペレーショナル・リスク 25,846 1,033 27,509 1,100 25,846 1,033

(3)合計  (1)＋(2) 344,624 13,784 334,869 13,394 347,621 13,904

以　　上

平成22年6月末 平成21年6月末
平成22年3月末

平成22年6月末 平成21年6月末
平成22年3月末

（参考）

（参考）
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